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   First this paper introduces an integrated flood risk assessment framework especially focusing on the economic 
damage estimation in a flood prone region using a very detailed vector-type GIS map which delineates precisely the 
shapes of the houses and crop fields. Then the paper tries to estimate a climate change impact on flooding in a river 
catchment using the precipitation outputs of a super high-resolution global climate model (GCM) with 20-km spatial 
resolution developed by the Japan Meteorological Research Institute (MRI). The MRI has carried out a numerical 
experiment of climate variation from the present (1979-2003) toward near future (2015-2039) periods under the 
climate change A1B scenario. Using the GCM precipitation data, the 100-year rainfalls of a catchment for the present 
and near-future periods are roughly estimated. Based on the 100-year rainfall change, the future change of the flood 
hazard and economic risk of the catchment are analyzed. The Hinogawa river catchment, Shiga, Japan and the Ryuou 
Town in the catchment are selected as the test sites. 
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１． はじめに 

 

 本稿では，分布型降雨流出計算，1次元不定流河道洪

水追跡，外水・内水氾濫計算による洪水ハザードの定量

化から，家屋・農地経済被害の算定を主とする水害経済

リスクの推定を可能にするための枠組みを示す．水害経

済リスクの定量化については地理情報システム（GIS）
を基本ツールとして用いる．さらに，気象研究所により

開発された超高解像度全球気候モデル（A1Bシナリオ）

による気候変動影響評価実験の現在期間（1979-2003）
と近未来期間（2015-2039）の出力降水量を用いて，日

本の中規模河川流域の確率日雨量の現在から将来への変

動を相対的に把握し，推定した確率日雨量を基礎値とし

て降雨流出計算，外水・内水氾濫計算，家屋・農地経済

被害推定計算を実施する．将来に向けての洪水災害変動

を河道流量，氾濫浸水深などのハザード指標だけでなく，

家屋・農地被害額といった経済リスク指標を用いて定量

化することが目的である．本稿では滋賀県日野川流域と

流域内部の竜王町を対象にする． 
 

２． 洪水モデリング及び家屋・農地被害推定手法 

 

本論文では，物理法則に基づく分布型降雨流出モデル

により流域からの洪水流出計算と河道内の洪水追跡計算

を実施し，得られる流量ハイドログラフを上流端境界条

件として氾濫原における河道網（排水路網）の1次元不

定流計算を実施する．不定流計算による河道流の水位が

堤防高を超えた場合に溢水が生じるとし，さらに堤内地

の内水・外水は河道網を通じて排水される．排水を考え

るのは農地作物の被害は一般的には浸水時間に依存する
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からである（浸水時間が短ければ作物被害が小さい）．

これらの洪水モデリングの詳細については，小林・寶1), 

2)を参照されたい． 
経済被害推定についてはGISを用いた次のような方法

論を提示する（小林ら3），小林・寶4)）．図-1～3に示す

ように，滋賀県竜王町には家屋一棟一棟，農地一区画一

区画を詳細に再現したベクトル型のデータが存在するの

で，構造格子で内水・外水氾濫解析を実施し（図-1左），

このグリッドセルの浸水深を各家屋や農地のポリゴン

データに属性情報として割り当てる（図-１右）．次に， 
 

図-1 ラスター型浸水深情報とベクター型地物データの重合図

（左），ベクター型地物データへの浸水深属性化（右） 

 

図-2 家屋・農地各ポリゴンの被害率 

 

図-3 家屋・農地作物被害額推定手続き 

 

各家屋や農地の浸水深に応じたいわゆる被害率（家屋・

農地の評価額が受ける被害の割合）を治水経済調査マ

ニュアルの統計値5)を用いて計算する．家屋及び農地に

ついてこの被害率を計算した結果が図-2である．図-2に

示したようにこの手続きにより各家屋あるいは農地毎に

例えば88.8%といった被害率が割り当てられる．その後，

図-3に示すように，家屋については「面積当たり家屋評

価額×面積×被害率」により被害額を推定する．農地に

ついては「面積当たりの作物収量×単位重さあたり作物

価格×面積×被害率」により農地作物被害額を推定する．

この手法は汎用性が高く，竜王町以外の地域でも適用可

能である． 
 

３． 気象研究所全球気候モデル 

 

 21世紀気候変動予測革新プログラム6) 7)では，気象庁現

業数値予報モデル（GSM0103）が，水平解像度をTL959
（格子間隔約20km），鉛直層数を60層（上端は0.1 hPa）
と高解像度化され，これを用いて検証用に現在気候

（1979-2003年），温暖化影響評価のために近未来気候

（2015-2039年），将来気候（2075-2099年）の3期間につ

いて数値実験が行われている．海表面温度（SST）・海

氷密接度は現在気候については英国ハドレーセンターが

提供するHadISST8）を用いており，海氷厚については

年々変動を含まない月平均気候値が使用されている．

SSTは将来実験においては現在気候実験で用いた値と

IPCC第4次報告書のために提出されたCMIP3の18のモデ

ルのアンサンブル平均を用いて作成されている9）．二酸

化炭素濃度は，現在気候実験では観測値，将来実験にお

いてはA1Bシナリオ従った濃度を用いており，濃度は全

球で一様な値を年ごとに変化させている．IPCCのSpecial 
Report on Emissions ScenariosによるとA1Bシナリオはグ

ローバル化による経済成長が進展し，化石・非化石燃料

をバランスよく消費するというもので，世紀末において

地球平均気温は2.5oC上昇し，CO2濃度は現在の380ppm
か720ppmまで上昇するとしている． 
 

４． 確率日雨量 

 
 図-4に淀川流域，淀川流域内部の日野川流域，日野川

流域内部の滋賀県竜王町で特に町内の氾濫原に相当する

氾濫解析エリア，及びGCM出力点を示す．GCMは実際

には図中の出力点を中心とする約20km四方のグリッド

セルの平均雨量を出力している．この図からわかるよう

に日野川流域を含むのは4セルである．この4セルの時間

降水量から日野川流域の流域平均時間・日雨量を計算し，

この日雨量時系列から，現在期間（1979-2003），近未

来期間（2015-2039）についてそれぞれ25年間の流域平 
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図-4 日野川流域，竜王町氾濫解析地域，GCM出力点 

図-5 GCMによる現在期間（1979-2003）の流域平均時間雨量時系

列 

図-6 GCMによる近未来期間（2015-2039）の流域平均時間雨量時

系列 

 
図-7 年最大日雨量時系列（現

在期間:1979-2003） 
図-8 年最大日雨量時系列（近

未来期間:2015-2039） 

 

 
図-9 GCM1987年5月20日降雨を日雨量187，224 mm/day相当まで引

き延ばした降雨ハイエトグラフとそれにより計算された日野川・

法教寺川合流点での流量ハイドログラフ 

 
均年最大日雨量時系列を整理した．現在期間と近未来期

間についてそれぞれ25年間の時間雨量時系列を図-5，図

-6に，年最大日雨量時系列を図-7，図-8に示す．なお，

図-5，6は25年間の時間雨量を並べたもので密であるの

で，実際には無降雨期間が存在するが図では見えない． 
現在期間については25年間の中で最大の時間降水量は

43.4 mm/hr（図-5），近未来期間については49.5 mm/hr
であった（図-6）．年最大日雨量については現在期間に

おいては1987年の133.4 mm/dayが25年間で最大，近未来

期間については2027年の189.1 mm/dayが最大であった．  
一般化極値分布は極値理論に基づいているので，特に

25年間のGCMの年最大日雨量時系列に一般化極値分布

を適用して100年確率日雨量を試算した．ここで100年確

率日雨量を用いるのは同流域の河川計画が100年確率日

雨量に基づいて策定されているからである．これによる

と現在期間については 187 mm/day，近未来期間につい

ては 224 mm/dayと推定された．なお，滋賀県により推

定されている観測データに基づく同地の100年確率流域

平均日雨量は228.7 mm/dayである．降雨波形については

流域面積（205 km2）がGCM解像度（20 km）に比較す

ると小さいのでとりあえず時間分布のみを考慮し，空間

分布は考慮しないこととする． 
 

５． 洪水ハザード計算及び経済リスク分析 

 
 図-9にこれらの降雨により計算した日野川と法教寺川

合流部での流量ハイドログラフを示す．GCM1987.5.20
降雨を224 mm/dayまで引き伸ばした場合の方がピーク流

量が大きくなっているのがわかる．  
これらの流量ハイドログラフと降雨波形を用いて内

水・外水氾濫解析を行い，メッシュ浸水深情報を家屋・

農地ポリゴンデータに割り当てた結果（図-1参照）を図

-10～13に示す．図-10，12はGCM1987.05.20降雨を187 
mm/dayまで引き伸ばした降雨，図-11，13は  224 
mm/dayまで引き伸ばした降雨を入力として計算した家
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屋・農地の最大浸水深を示している．図-10と図-11の家

屋の最大浸水深を比較すると図-11で最大浸水深が増加

している家屋があるのがわかる（丸印）．図-12，13の

農地の場合も，総降雨量224 mm/day（図-13）のケース

で最大浸水深が高くなっている区画がある．これらの最

大浸水深を家屋と田畑の場合に対して浸水深毎に階数分

けした表-1，表-2を示す．表-1を見るとGCM1989.05.20
降雨（187 mm/dayまで引き伸ばし）のケースで501戸で

床上浸水（0.5 m以上）が生じている．他方，同降雨

（224 mm/dayまで引き伸ばし）では619戸で床上浸水し

ている． 表-2の田畑についてみると，0.5 m以上の浸水

田畑数は，GCM1989.05.20降雨（187 mm/dayまで引き伸

ばし）のケースで365区画，同降雨（224 mm/dayまで引

き伸ばし）で471区画である． 
 次に図-14～17に家屋，農地の被害額を推定した結果

を示す．家屋については多くは500万以下の被害額が試

算された．図-14～15の中央の丸印の大きな建造物はど

ちらの降雨に対しても2862万円の被害が生じると推定さ

れた．一方同図右上部の丸印の建造物は2300万円から

5000万円まで被害額が上昇する結果となった．被害率が

浸水深に対して幅を持って階数分けされているため，浸

水深が多少増えたからといってこの推定法では必ずしも

被害額が増えるわけではない．農地については多くは10
～20万程度の被害，一部30万程度の被害が見られる． 
表-3に示したようにGCM1989.05.20降雨（187 mm/day

まで引き伸ばし）から同降雨（224 mm/dayまで引き伸ば

し）への被害額の変動をみると家屋で5億5000万円の増

加，農地については222万円の増加になる．このように

降雨波形が同じで，気候変動により100年確率日雨量が

増加するならば，一般的には水害経済リスクは増加する

と言える． 
 

 
 
図-10 各家屋の最大浸水深（1987年降雨を

187 mm/dayまで引き伸ばし） 

 
 
図-11 各家屋の最大浸水深（1987年降雨

を224 mm/dayまで引き伸ばし） 

 

 
図-12 各農地区画の最大浸水深（1987年

降雨を187 mm/dayまで引き伸ばし） 

 
 
図-13 各農地区画の最大浸水深（1987年降

雨を224 mm/dayまで引き伸ばし） 

 
図-14 各家屋の被害額（1987年降雨を187

mm/dayまで引き伸ばし） 

 
図-15 各家屋の被害額（1987年降雨を

224 mm/dayまで引き伸ばし） 
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図-16 各農地区画の被害額（1987年降雨を

187 mm/dayまで引き伸ばし） 

 
図-17 各農地区画の被害額（1987年降雨を

224 mm/dayまで引き伸ばし） 

 
表-1 浸水深毎の家屋数 

降雨波形 
最大浸水深 

0.5- 
1m 

1-2m 2-3m 
3m 
以上

50cm
以上

1987.05.20 降雨波形

を 187mm/day まで引

き伸ばし 
449 50 2 0 501 

1987.05.20 降雨波形

を 224mm/day まで引

き伸ばし 
498 84 37 0 619 

 
表-2 浸水深毎の農地区画数 

降雨波形 
最大浸水深 

0.5- 
1m 

1-2m 2-3m 
3m 
以上

50cm
以上

1987.05.20 降雨波形

を 187mm/day まで引

き伸ばし 
313 52 0 0 365 

1987.05.20 降雨波形

を 224mm/day まで引

き伸ばし 
326 123 22 0 471 

 
表-3 家屋・農地の推定被害額 

降雨波形 
家屋 
被害額 （円）  

農地 
被害額（円） 

1987.05.20 降雨波形を 
187mm/dayまで引き伸ばし      

48億2千万 1億6988万 

1987.05.20 降雨波形を 
224mm/dayまで引き伸ばし      

53億7千万 1億7210万 

 
６． まとめと考察 
 

本稿では降雨を入力とする分布型降雨流出モデル

による洪水流出解析，氾濫原での一次元不定流解析

による河道洪水追跡，内水・外水氾濫解析を実施し，

流域及び氾濫原において洪水浸水によるハザードを

定量的に把握した．これに加えて詳細なベクトル型

構造物・家屋データを用い，GISを基本ツールとし

て洪水氾濫による経済リスクを評価する手法を示し 

 
た．今回示した家屋・農地経済被害推定手法は，従

来の手法に比較すると簡便で，従来行われてきたよ

うな数え上げによる手法が自動化され，より正確に

被害計量ができると考える．これにより洪水による

一次被害を浸水家屋数・農地区画数，あるいは経済

的にも推定するための枠組みの基礎ができた．この

枠組みを用いれば，河川計画における費用便益分析

なども現在よりは容易に実施することができよう． 
この一連のハザード及びリスク評価の枠組みと気

象研究所全球大気モデル（GCM）による気候変動

影響評価実験（A1Bシナリオ）の出力降水量を用い

て，気候変動による水害リスクの変動を分析した．

ここでのGCMデータを用いた結果の取り扱いにつ

いての留意事項を以下に述べる． 
[1] 本稿で示した気象研究所の全球気候モデルは世

界でも最高解像度（約20km）のGCMであり，これ

までのGCM解像度（数100km）に比較すると格段に

精緻である．ようやくGCMを用いて局所性の強い

地域の気象条件をもある程度実用的なレベルで考慮

できるようになってきた．水文学，河川工学など気

象変化による風水害の影響評価を実施する側にとっ

ても有用なデータが利用できるようになりつつある

と言える．したがって，本稿は，このデータを利用

して日本の中河川流域を対象に気候変動が洪水災害

へ与える影響の評価を試みたものと位置付けられる． 
[2] しかしながら，図-4からもわかるようにGCMの

解像度は今回のような 200 km2程度の流域に対して

はまだ粗い．またこれらの出力点を中心とする約

20km四方のグリッドセルの平均雨量を出力してい

ること，解像度が20kmの場合，地形の再現性が必

ずしも十分でないことから（急峻な地形が十分に再

現できない），雨量強度が弱くなる傾向がある．ま

た，本稿で示した家屋・農地のベクトル型データの

スケールに対応するような局地的な豪雨は再現でき

ていないと考えられる．つまり，本稿で示した結果

は滋賀県あるいは滋賀県の東近江地域の降雨の気候

変動にともなう平均的な変化の一部を定量化し，そ

れによる洪水災害変動の一例を示したという意味合
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いが強い．さらに局所的な現象を取り扱うために，

本稿で示したGCM出力を境界条件として解像度が

1km～5kmのRCM出力を導出して使うなどにより，

今後はより局所的な気候変動の影響について検討す

ることが必要であると考えている． 
[3]本稿では，GCM出力により求めた年最大日雨量

時系列を用い，降雨変動を確率指標（100年確率日

雨量）によって定量化することを試みた．極値デー

タ時系列を対象としたため，極値理論に基づく一般

化極値（GEV）分布を用いた． 地点雨量ではなく，

4降雨出力点の平均雨量を用いていることなども含

めて，地点雨量の確率指標の変動に比べるとある程

度は安定で，相対的な変化を定量化するという意味

では，ある程度の妥当性があると考えている．ただ

し，依然として25年の年最大時系列では確率分布を

当てはめるには標本サイズが小さいことから，その

推定精度は必ずしも高くないと言わねばならない．

この問題を解決するためには今後提供されるGCM
アンサンブル計算を用いたり（実質上データ数を増

やす），あるいは地域頻度解析のような手法を適用

したりすることも考えられる． 
 どちらにしても，GCMデータを用いた確率評価

の議論で曖昧になっていることとして，計画実施に

必要な確率指標をある程度の理論的妥当性を背景に

推定することを求めるのか，あるいは科学的な真値

を推定することを求めることを目的としているのか

があると思われる．前者は計画実施者サイドにとっ

ては必要な情報であり，後者は真理を追究する考え

方であるとも言える．本来は両者が合致するのが最

善ではあるが，確率指標を洪水防御計画（気候変動

への適応策）の策定に必要な情報として考えるとい

う立場から，ここでは前者によっている． 
[4]GCM計算結果を現実の観測結果に近付けるため

に通常いわゆる降水量分布のバイアス補正が必要に

なる．本稿ではこのバイアス補正を実施したデータ

は用いなかった．バイアス補正は現在の観測情報と

GCMの計算結果の差異を基に，計算結果を観測結

果に近付けようとするものである．しかしながら，

この原理を将来の予測降水量に適用しようとする場

合には現在から将来にわたってバイアス傾向が同一

であるかという点が問題になる．一般にはこれは証

明しようがないので，バイアス補正を将来の計算結

果にあえて適用する場合，それによる不確定性が生

じると言える．したがって，本稿ではGCMの出力

データをそのまま用いて相対的な変化を分析するこ

とにとどめた．バイアス補正を実施したデータを用

いることも今後の検討課題となる． 
[5] ここでは現在の河川計画で一般に適用されてい

る，降雨波形を治水安全度相当の確率雨量まで引き

伸ばして，降雨流出計算の入力条件とする方法論を

GCM降水量に対して適用した．示した例は一降雨

波形のみを用いた結果である．多数の降雨波形に対

してこの方法論を用いれば河川計画で実施されてい

る一般的な方法となる．しかしながら，GCM計算

には多大なコストがかかるのが現状であり，20km

の解像度を維持したまま，多数の時系列を発生する

ことは今のところ不可能である．よって，今回は

GCMの一計算結果の時系列を用いているのみであ

るから確率雨量の変動幅など不確定性を定量化する

のが難しいが，仮にここでみられた変動が実際に生

じるならば，現地の水害リスクは基本的には上昇す

ることになる．降雨波形の引き伸ばし法は，現実の

河川計画で用いられてきており，治水面から安全な

社会を作ってきた実績があるものの，今後は対象降

雨を物理的・統計的にダウンスケーリングして設定

する方法などにより新たな展開を図る必要があろう． 
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